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奈良市公私連携幼保連携型認定こども園指定法人募集要項 

 

 

 奈良市では、「奈良市幼保再編実施計画」に基づき、統合再編や民間移管等のあらゆる手

法により、市立幼保施設の認定こども園移行を進めているところです。この度、市立鶴舞こ

ども園を民間移管し、平成３２年度より「公私連携幼保連携型認定こども園」を運営する指

定法人を募集します。 

 

１ 移管予定施設 

（１）現在の運営状況（平成３０年９月現在） 

施設名 所在地 
施設の概要 

敷地面積 建物延べ面積 建築年・建物構造 

奈良市立 

鶴舞こども

園 

奈良市鶴舞

東町 2-1 

4,725 ㎡ 756.48 ㎡ 平成 8年 

鉄筋コンクリート

造 2階建 

  ※ 詳細は別紙８「施設整備に係る基本事項について」を参照してください。 

 

 3 歳 4 歳 5 歳 合計 

学級数 1 学級 1 学級 1 学級 3 学級 

利用定員 20 人 25 人 25 人 70 人 

在園児数（1 号） 12 人 17 人 14 人 43 人 

在園児数（2 号） 2 人 0 人 3 人 5 人 

  ※ 詳細は別添の「鶴舞こども園について」を参照してください。 

 

（２）移管後の利用定員 

   移管後の学級数及び利用定員については、本市が下表に示す移管後の想定利用定員を 

下回らないよう設定してください。 

 

 0 歳児 1 歳児 2 歳児 3 歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

1 号    25 人 30 人 30 人 85 人 

2・3 号 9 人 12 人 15 人 18 人 18 人 18 人 90 人 

合計 9 人 12 人 15 人 43 人 48 人 48 人 175 人 

学級数    2 学級 2 学級 2 学級 6 学級 

  ※ 移管初年度は、施設整備の進捗により、定員の特例措置が適用される場合がありま 

す。詳しくは募集要項別紙１の２（２）定員の特例措置についてをご覧ください。 
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２ 移管年月日 

  平成３２年４月１日 

  ※ 「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

１８年法律第７７号。以下、「認定こども園法」という。）」第３４条に規定する「公

私連携幼保連携型認定こども園」として、奈良市が指定します。 

  ※ 平成３２年３月末まで奈良市立鶴舞こども園として運営を行います。 

  ※ ３号認定子どもの受入については、原則として平成３１年度中に施設整備を行い、

移管当初より利用定員を設定してください。詳細は、募集要項別紙１の８．「施設整

備に関すること」及び別紙８「施設整備に係る基本事項について」をご覧ください。 

 

３ 移管の方法 

（１）移管後の施設類型 

「認定こども園法」第３４条の規定に基づく「公私連携幼保連携型認定こども園」と

して、協定締結を経て、奈良市が指定します。なお、公私連携法人としての指定申請及

び公私連携幼保連携型認定こども園の設置の届出などの必要な手続きを行ってください。 

（２）土地の取り扱いについて 

原則として、事業用定期借地権設定契約での無償による貸付を予定しています。詳し

くは、別紙９「土地の貸付契約に係る主な契約内容について」を参照してください。 

（３）既存建築物等の取り扱いについて 

   原則として、無償による譲渡を予定しています。詳しくは、別紙１０「建物譲渡に係

る主な契約内容について」を参照してください。 

（４）物品の取り扱いについて 

移管予定の施設で使用している物品で本市が提示するもののうち、法人が希望するも

のについては、無償譲渡します。 

 

４ 応募資格 

（１）応募日時点で次の要件のすべてを満たす法人 

ア 私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条の規定に基づき設立された学校法

人または社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２２条の規定により設立された社

会福祉法人であること。 

イ 認定こども園法第２条第６項の規定に基づき設置された認定こども園又は学校教育

法第１条の規定に基づき設置された幼稚園若しくは児童福祉法第３９条第１項の規定

に基づき設置された保育所を運営している法人であること。 

 

（２）本市の教育・保育行政をよく理解し、別紙 1「奈良市立鶴舞こども園移管に係る諸条

件」の内容のほか、指定法人選定後に奈良市と指定法人との間で締結する覚書及び協定

書に規定する条件を遵守し、運営において積極的に協力できる法人であること。 
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（３）奈良市暴力団排除条例（平成２４年奈良市条例第２４号）第２条に規定する暴力団等

及び暴力団員等に該当しないこと。 

※ このことについて、法人の役員について、管轄する警察署へ照会を行う場合があり

ます。 

 

５ 応募制限及び失格事項 

（１）応募に対する制限 

次に掲げる者は、前述「４ 応募資格」の有資格者であっても、本募集に応募するこ

とはできません。また、応募者は次に掲げる者から直接的又は間接的に支援を受けるこ

とはできません。 

① 奈良市幼保施設運営事業者選定委員会委員（以下「選定委員」という。）及びその

家族 

② 選定委員及びその家族が主宰し、あるいは役員又は顧問をしている営利団体に所属

する者 

③ 選定委員が大学に所属する場合において選定委員の研究室に所属する者 

（２）失格事項 

次の各号のいずれかに該当する場合は、その提案に係る応募法人は失格とし、法人選

定の対象から除外します。 

① 提出書類に重大な不備や虚偽の内容を記載したと認められた場合 

② 提出方法、提出先及び提出期限の条件に適合しない場合 

③ 提出書類を提出した者が選定委員会による選定の前後に、選定委員又は関係者と直

接、間接を問わず本募集に関する接触を求めた場合 

④ 選考審査に関する不当な要求があった場合 

⑤ その他市が不正と認める行為があった場合 

 

６ 今後の主なスケジュール 

  詳細については、別紙４「法人選定及び法人選定後の主なスケジュール」を参照してく

ださい。 

 内 容 日 程 

① 法人募集開始 平成３０年１１月１日（木） 

② 募集要項説明会及び現地見学・保

育見学会【事前申込制】 

平成３０年１１月２０日（火） 

※現地見学・保育見学については随時受付 

③ 応募書類記入方法に係る相談会

【事前申込制】 
平成３０年１１月２１日（水）～１２月１４日（金） 

④ 応募書類受付【予約制】 
平成３０年１２月２５日（火）～平成３１年１月８

日（火） 
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⑤ 

第１次審査期間  

平成３１年１月～３月 現地調査 

第２次審査期間 

⑥ 指定法人の決定・公表 平成３１年３月 

 

７ 応募方法 

（１）募集要項の配布について 

  平成３０年１１月１日（木）から、奈良市公式ホームページにて、募集要項集や応募書

類その他関連資料等を掲載しておりますので、ダウンロードしてご利用ください。 

（２）募集要項説明会及び現地見学・保育見学会の開催について 

  応募書類の受付に先立ち、募集要項説明会及び移管予定施設現地見学・保育見学会（事

前申込制）を平成３０年１１月２０日（火）に奈良市立鶴舞こども園で開催します。この

説明会及び見学会には、応募する法人は極力参加してください。 

  参加申込方法については、平成３０年１１月１６日（金）午後５時までに、「募集要項

説明会及び現地見学・保育見学会参加申込書」を電子メールにて子ども政策課へ送付して

ください。受信確認のため、送付した旨の電話連絡もお願いします。参加申込を受付次第、

詳細な日時や留意事項等を記載した参加受付証を送付します。 

  なお、移管予定施設について、より法人の皆様へ知っていただく機会として、現地見学

及び保育見学（幼小連携について等）について、別日程で個別対応しますので、参加を希

望する法人は参加希望日の１週間前までに「現地見学及び保育見学参加申込書」を電子メ

ールにて子ども政策課へ送付してください。 

（３）応募に係る質問について 

応募に関する質問は、平成３０年１２月１２日（水）午後５時までに、「質問書」を子

ども政策課宛てに電子メールにて送付してください。受信確認のため、送付した旨の電話

連絡もお願いします。 

受付した質問については、平成３０年１２月１４日（金）までに奈良市ホームページに

掲載し、回答します。質問に対する回答及び関連して掲載する内容は、本要項と同等の効

力をもつものとします。また、電話や来訪等口頭による質問は受け付けません。 

（４）応募書類の提出について 

  応募書類の提出は、持参のみとします。なお、応募書類の提出にあたっては、資料の内

容を説明できる方がお越しください。応募書類一式に不備や不足がある場合は、受付でき

ません。 

 ①受付期間 

   ・平成３０年１２月２５日（火）から平成３１年１月８日（火）まで 

   ・午前９時から午後５時まで（ただし、正午から午後１時までを除きます。） 
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②受付予約 

   ・応募書類確認のため、受付は予約制とします。 

   ・応募しようとする法人は、平成３０年１２月１９日（水）までに受付予約票をメー

ルにて送付してください。 

  ③提出場所 

   ・奈良市二条大路南一丁目１番１号 

    奈良市子ども未来部 子ども政策課（市役所中央棟 3階） 

（５）応募書類について 

  ① 応募書類については、「奈良市公私連携幼保連携型認定こども園指定法人応募書類

一覧表（兼チェックリスト）」のとおりとします。様式の指定があるものについては、 

奈良市ホームページより様式をダウンロードして作成してください。 

② 提出部数については、正本１部、副本１０部とします。資料は１部ずつＡ４サイズ

のファイルに綴じるとともに、資料番号をインデックスで標示してください。 

（６）応募に係る注意事項 

① 提出期間終了後の提出書類等の変更及び追加は、原則として認めませんので、でき

る限り期限に余裕を持って提出してください。ただし、市から指示した場合は除きま

す。 

② 本募集要項及び別添資料は、応募の検討以外の目的で使用することを禁じます。 

③ 市が必要と認める場合、本公募に応募した事業者の名称及び提出書類等の内容（個

人情報を除く。）を公表することがあります。 

④ 応募提出された書類の著作権は、それぞれの事業者に帰属します。ただし、市は、

事業者の決定等に必要な場合には、提出書類等の内容を無償で使用できるものとしま

す。また、提出書類等については、返却しません。 

⑤ 応募に関する費用は、全て応募事業者の負担とします。 

⑥ 応募受付後に辞退する場合は、その旨を書面（辞退届等）により提出してください。 

 

８ 選定方法 

  指定法人の選定にあたっては、別紙３「指定候補法人の選定方法及び選定基準について」

の内容に基づき、「奈良市幼保施設運営事業者選定委員会」（以下、「選定委員会」とい

う。）による選定を踏まえ、奈良市長が指定法人を決定します。 

  なお、次のいずれかに該当する場合、審査結果の通知後であっても決定を取り消し、そ

の法人を失格とします。 

 ① 「４ 応募資格」に記載された各項目を満たさなくなった場合。 

 ② 選定後、市の承諾を得ずに応募書類の内容を変更した場合。 

 ③ 引継及び共同保育、三者協議会等、民間移管に係る手続きにおいて、保護者及び地

域への説明及び対応が誠実に行われていないと確認された場合。 

 ④ その他、民間移管を期間内に履行することが困難であると市が判断した場合は、法
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人と協議の上、決定を取り消すことがあります。 

 

９ 覚書の締結 

  指定法人決定後、応募内容の確実な履行のほか、引継ぎや三者協議会の実施等、移管に

向けた取り組みを円滑に進めることを目的として、市と指定法人との間で覚書を締結し、

遵守していただきます。（別紙５「奈良市立鶴舞こども園移管前の運営等に関する覚書（案） 

参照」） 

 

10 移管に向けた施設整備 

  鶴舞こども園の民間移管に際して、定員増員及び３号認定の利用定員を設定することに

なりますので、指定法人に施設整備を行っていただく必要があります。 

鶴舞こども園の周辺状況として、鶴舞小学校に隣接しているほか、園敷地南側ではＵＲ

都市機構（独立行政法人都市再生機構）による建替事業が実施されていますので、施設整

備の検討にあたっては、別紙８「施設整備に係る基本事項について」の内容を必ず確認し

てください。 

 

11 引継・共同保育 

  指定法人決定後に締結する別紙５の覚書と別紙１「奈良市立鶴舞こども園移管に係る諸

条件」のほか、指定法人決定後に奈良市が策定する引継計画（別紙６「引継ぎの概要につ

いて」参照）に基づき実施します。引継・共同保育の実施にあたって必要となる人員等に

ついては、指定法人において確保してください。 

  なお、引継・共同保育の実施に係る経費については、奈良市が定める範囲内で一部を負

担する予定です。引継・共同保育を行う年度の予算の状況により、奈良市が負担する内容

を変更する可能性があります。 

 

12 三者協議会 

  市立施設の民間移管に際して、保護者の意見を可能な限り反映し、園児への保育環境の

変化に配慮しながら、新しいこども園をともに築き上げていくことを目的として、移管後

の運営に関する諸事項について、対象施設の保護者代表・指定候補法人・奈良市の三者で

協議し、合意形成を図ることを目的として、別紙７「三者協議会の設置について」に基づ

き、指定法人の選定後に三者協議会を設置します。 

 

13 市議会における承認 

  市立施設の民間移管及び、移管に関する予算の執行等にあたっては、奈良市議会におけ

る議決が必要となります。仮に市議会の承認が得られない場合は、移管に係る事務を停止

する場合があります。 
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14 協定の締結 

  指定法人に移管する市立施設の移管後の運営について、別紙２「奈良市立鶴舞こども園

の民間移管に伴う公私連携幼保連携型認定こども園設置に係る協定骨子（案）」をベース

に、引継・共同保育や三者協議会等を経て、在園児保護者や地域からの意向を聴取した上

で協定書の内容を確定します。その後、市と指定法人との間で協定を締結することになり

ますので、指定法人は、関係法令等を遵守し適正に運営するとともに、奈良市の指示・指

導内容を遵守し、かつ当該協定書に記載された条件を遵守しなければなりません。 

  なお、当初の協定の有効期間については２０年とし、期間満了後については、移管先法

人が適切な運営が行われていると奈良市が認める場合、その後の協定期間については協議

したうえで、更新することとします。 

 

15 その他 

  現在奈良市では、保育所等の待機児童解消や幼児教育における３歳児保育の完全実施等、

就学前の教育・保育施設の利用に係る需給マッチに向けて、様々な取り組みを行っている

ところです。特に市立幼保施設については、「奈良市幼保再編基本計画」及び「奈良市幼

保再編実施計画」に基づく統合・再編を行っているところであり、今後周辺の教育・保育

施設の状況が変わり、本市施策に変更が生じる可能性もあります。このように本市施策に

変更が生じたり、また、国の施策に変更が生じた場合は、事業計画の内容を変更いただく

場合があります。今後、国の施策に注視していただくとともに、奈良市が取り組む施策に

ついては、奈良市子ども未来部子ども政策課のホームページをご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 

〒630-8580  

奈良市二条大路南一丁目１番１号 

奈良市子ども未来部 子ども政策課  

   （奈良市役所中央棟 3 階） 

Tel：0742-34-4792 / Fax：0742-34-4798 

Mail：kodomoseisaku@city.nara.lg.jp 


